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○個人情報の保護に関する法律施行条例に係る個人情報の保護に関する法律（令和５年

４月１日施行）の委任規定等一覧 

 

⑴ 新条例に規定する事項 

 ① 開示請求における手数料について 

   （手数料） 

第 89 条 略 

２ 地方公共団体の機関に対し開示請求をする者は、条例で定めるところにより、実費の範囲内にお

いて条例で定める額の手数料を納めなければならない。 

３～９ 略 

 

 ② 不開示情報のうち職務遂行に係る公務員等の氏名について 

  （保有個人情報の開示義務） 

第 78 条 行政機関の長等は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有個人情報に次の各号に

掲げる情報(以下この節において「不開示情報」という。)のいずれかが含まれている場合を除き、

開示請求者に対し、当該保有個人情報を開示しなければならない。 

⑴ 略 

⑵ 開示請求者以外の個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。)であっ

て、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により開示請求者以外の特定の個人を識

別することができるもの(他の情報と照合することにより、開示請求者以外の特定の個人を識別

することができることとなるものを含む。)若しくは個人識別符号が含まれるもの又は開示請求

者以外の特定の個人を識別することはできないが、開示することにより、なお開示請求者以外の

個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

イ、ロ 略 

ハ 当該個人が公務員等(国家公務員法(昭和 22 年法律第 120 号)第２条第１項に規定する国家

公務員(独立行政法人通則法第２条第４項に規定する行政執行法人の職員を除く。)、独立行政

法人等の職員、地方公務員法(昭和 25 年法律第 261 号)第２条に規定する地方公務員及び地方

独立行政法人の職員をいう。)である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報で

あるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分 

２ 地方公共団体の機関又は地方独立行政法人についての前項の規定の適用については、同項中「掲

げる情報(」とあるのは、「掲げる情報(情報公開条例の規定により開示することとされている情報

として条例で定めるものを除く。)又は行政機関情報公開法第五条に規定する不開示情報に準ずる

情報であって情報公開条例において開示しないこととされているもののうち当該情報公開条例と

の整合性を確保するために不開示とする必要があるものとして条例で定めるもの(」とする。 

 

 ③ 開示請求の決定・延長期限について 

  （開示決定等の期限） 

第 83 条 開示決定等は、開示請求があった日から 30 日以内にしなければならない。ただし、第 77

条第３項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入し
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ない。 

２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長等は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、

同項に規定する期間を 30 日以内に限り延長することができる。この場合において、行政機関の長

等は、開示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければな

らない。 

(開示決定等の期限の特例) 

第 84 条 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開示請求があった日から 60 日以内

にその全てについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれがある

場合には、前条の規定にかかわらず、行政機関の長等は、開示請求に係る保有個人情報のうちの相

当の部分につき当該期間内に開示決定等をし、残りの保有個人情報については相当の期間内に開示

決定等をすれば足りる。この場合において、行政機関の長等は、同条第１項に規定する期間内に、

開示請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

⑴、⑵ 略 

第 108 条 この節の規定は、地方公共団体が、保有個人情報の開示、訂正及び利用停止の手続並びに

審査請求の手続に関する事項について、この節の規定に反しない限り、条例で必要な規定を定める

ことを妨げるものではない。 

 

 ④ 市の審査会への諮問について 

（地方公共団体に置く審議会等への諮問） 

第 129 条 地方公共団体の機関は、条例で定めるところにより、第３章第３節の施策を講ずる場

合その他の場合において、個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見

を聴くことが特に必要であると認めるときは、審議会その他の合議制の機関に諮問することが

できる。 

 

 ⑤ 個人情報保護制度の運用状況の公表について 

（施行の状況の公表） 

第 165 条 委員会は、行政機関の長等に対し、この法律の施行の状況について報告を求めることがで

きる。 

２ 委員会は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要を公表するものとする。 

第 108 条 この節の規定は、地方公共団体が、保有個人情報の開示、訂正及び利用停止の手続並びに

審査請求の手続に関する事項について、この節の規定に反しない限り、条例で必要な規定を定める

ことを妨げるものではない。 

 

 

⑵ 改正法に合わせて他の条例を整理する事項 

(保有個人情報の開示義務) 

第 78 条 行政機関の長等は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有個人情報に次の各号に

掲げる情報(以下この節において「不開示情報」という。)のいずれかが含まれている場合を除き、

開示請求者に対し、当該保有個人情報を開示しなければならない。 
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⑴～⑶ 略 

⑷ 行政機関の長が第 82 条各項の決定(以下この節において「開示決定等」という。)をする場合

において、開示することにより、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関

係が損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあると当該

行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある情報 

⑸ 行政機関の長又は地方公共団体の機関(都道府県の機関に限る。)が開示決定等をする場合にお

いて、開示することにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の

安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると当該行政機関の長又は地方公共団体の機関が

認めることにつき相当の理由がある情報 

⑹ 略 

⑺ 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又は事業に関する

情報であって、開示することにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該

事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

イ 独立行政法人等、地方公共団体の機関又は地方独立行政法人が開示決定等をする場合におい

て、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は

他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれ 

ロ 独立行政法人等、地方公共団体の機関(都道府県の機関を除く。)又は地方独立行政法人が開

示決定等をする場合において、犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に

支障を及ぼすおそれ 

ハ～ト 略 

 

※ 参考 

ア 改正法のとおり運用する事項 

 ① 個人情報取扱事務登録簿の作成・公表について 

(個人情報ファイル簿の作成及び公表) 

第 75 条 行政機関の長等は、政令で定めるところにより、当該行政機関の長等の属する行政機関等

が保有している個人情報ファイルについて、それぞれ前条第１項第１号から第７号まで、第９号

及び第 10 号に掲げる事項その他政令で定める事項を記載した帳簿(以下この章において「個人情

報ファイル簿」という。)を作成し、公表しなければならない。 

２～４ 略 

５ 前各項の規定は、地方公共団体の機関又は地方独立行政法人が、条例で定めるところにより、個

人情報ファイル簿とは別の個人情報の保有の状況に関する事項を記載した帳簿を作成し、公表する

ことを妨げるものではない。 

 

 ② 訂正請求・利用停止請求の決定・延長期限について 

(訂正決定等の期限) 

第 94 条 前条各項の決定(以下この節において「訂正決定等」という。)は、訂正請求があった日か

ら 30 日以内にしなければならない。ただし、第 91 条第３項の規定により補正を求めた場合にあっ

ては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 
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２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長等は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、

同項に規定する期間を 30 日以内に限り延長することができる。この場合において、行政機関の長

等は、訂正請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければな

らない。 

(訂正決定等の期限の特例) 

第 95 条 行政機関の長等は、訂正決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条の規定にかか

わらず、相当の期間内に訂正決定等をすれば足りる。この場合において、行政機関の長等は、同条

第一項に規定する期間内に、訂正請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければなら

ない。 

⑴、⑵ 略 

(利用停止決定等の期限) 

第 102 条 前条各項の決定(以下この節において「利用停止決定等」という。)は、利用停止請求があ

った日から 30 日以内にしなければならない。ただし、第 99 条第３項の規定により補正を求めた場

合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長等は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、

同項に規定する期間を 30 日以内に限り延長することができる。この場合において、行政機関の長

等は、利用停止請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなけれ

ばならない。 

(利用停止決定等の期限の特例) 

第 103 条 行政機関の長等は、利用停止決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条の規定に

かかわらず、相当の期間内に利用停止決定等をすれば足りる。この場合において、行政機関の長等

は、同条第１項に規定する期間内に、利用停止請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知し

なければならない。 

⑴、⑵ 略 

第 108 条 この節の規定は、地方公共団体が、保有個人情報の開示、訂正及び利用停止の手続並びに

審査請求の手続に関する事項について、この節の規定に反しない限り、条例で必要な規定を定める

ことを妨げるものではない。 

 

イ 今後必要に応じて検討する事項 

 ① 行政機関等匿名加工情報の利用に関する提案募集制度について 

（手数料） 

第 119 条 略 

２ 略 

３ 第 115 条の規定により行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を地方公共団体の機関と締

結する者は、条例で定めるところにより、実費を勘案して政令で定める額を標準として条例で定め

る額の手数料を納めなければならない。 

４ 前条第２項において準用する第 115 条の規定により行政機関等匿名加工情報の利用に関する契

約を地方公共団体の機関と締結する者は、条例で定めるところにより、前項の政令で定める額を参

酌して政令で定める額を標準として条例で定める額の手数料を納めなければならない。 
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５～10 略 

 

 ② 条例要配慮個人情報の内容について 

（定義） 

第 60 条 略 

２～４ 略 

５ この章において「条例要配慮個人情報」とは、地方公共団体の機関又は地方独立行政法人が保有

する個人情報(要配慮個人情報を除く。)のうち、地域の特性その他の事情に応じて、本人に対する

不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして地方

公共団体が条例で定める記述等が含まれる個人情報をいう。 


